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(57)【要約】
【課題】バックライトとして温度ムラが生じるものを用いた場合であっても、追加の構成
を用いたり、液晶表示装置の厚みを上昇させることなく、輝度ムラがないことにより面内
均一性に優れる表示品位の良い液晶表示装置を提供する。
【解決手段】液晶セルと、液晶セルの両側に粘着剤層を介して配置された１対の偏光板と
、バックライトとを有する液晶表示装置であって、前記１対の偏光板の少なくとも一方と
該偏光板が接する粘着剤層が２５℃６０％ＲＨ環境で下記式（Ｉ）及び（ＩＩ）を満たす
ことを特徴とする液晶表示装置。
（Ｉ）　０．９９８５６≦ＮＭＤ／ＰＭＤ≦０．９９９５２
（ＩＩ）０．９９７０≦ＮＴＤ／ＰＴＤ≦０．９９９０
　ここで、ＮＭＤは偏光板の吸収軸と平行な方向における粘着剤層が液晶セルと接してい
る部分の長さであり、ＰＭＤは偏光板の吸収軸と平行な方向における長さである。また、
ＮＴＤは偏光板の吸収軸と直交する方向における粘着剤層が液晶セルと接している部分の
長さであり、ＰＴＤは偏光板の吸収軸と直交する方向における長さである。
【選択図】なし
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　液晶セルと、液晶セルの両側に粘着剤層を介して配置された１対の偏光板と、バックラ
イトとを有する液晶表示装置であって、前記１対の偏光板の少なくとも一方と該偏光板が
接する粘着剤層が２５℃６０％ＲＨ環境で下記式（Ｉ）及び（ＩＩ）を満たすことを特徴
とする液晶表示装置。
（Ｉ）　０．９９８５６≦ＮＭＤ／ＰＭＤ≦０．９９９５２
（ＩＩ）０．９９７０≦ＮＴＤ／ＰＴＤ≦０．９９９０
（ここで、ＮＭＤは前記偏光板の吸収軸と平行な方向における前記粘着剤層が前記液晶セ
ルと接している部分の長さであり、ＰＭＤは前記偏光板の吸収軸と平行な方向における該
偏光板の長さである。また、ＮＴＤは前記偏光板の吸収軸と直交する方向における前記粘
着剤層が前記液晶セルと接している部分の長さであり、ＰＴＤは前記偏光板の吸収軸と直
交する方向における該偏光板の長さである。）
【請求項２】
　前記１対の偏光板のうち前記液晶表示装置の視認側偏光板及び該視認側偏光板が接する
粘着剤層が、前記式（Ｉ）及び（ＩＩ）を満たすことを特徴とする請求項１記載の液晶表
示装置。
【請求項３】
　液晶セルと、液晶セルの両側に粘着剤層を介して配置された１対の偏光板と、バックラ
イトとを有する液晶表示装置の製造方法であって、前記１対の偏光板の少なくとも一方を
平衡含水率を２５℃３０％ＲＨ以上２５℃５０％ＲＨ以下に調整したのちに前記液晶セル
に貼合することを特徴とする液晶表示装置の製造方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　環境要因による偏光板の変動が緩和された表示品位の高い液晶表示装置及びその製造方
法を提供する。
【背景技術】
【０００２】
　液晶表示装置は、一般的に、液晶セルと、液晶セルの両側に配置される偏光板と、バッ
クライトとを有する。液晶表示装置においては均一性が重要視される。特に黒表示の際に
部分的な光漏れが生じることは均一性を損ない、ディスプレイとしての表示品位を下げる
ことから、液晶表示装置としては、このような表示品位を損なわないものが求められる。
【０００３】
　また液晶表示装置は益々薄型化の傾向にあり、バックライトも薄型化が指向されている
。そのためバックライトの光源は、大きな光量を発生させるものが用いられるが、それに
ともなって熱も発生させてしまう。例えば、発光冷陰極管は細く、それでいて大きな光量
を発することが要求される。細い冷陰極管での大きな光量の発生により、多くの熱が発生
し、液晶パネルに接する部分では最大で５０℃程度まで上昇してしまう。
【０００４】
　このようなバックライトの熱が液晶セルに伝わると、液晶セルに反りが生じ、反った部
分がモジュール枠に押し当てられることで、コーナー部の光漏れが生じる現象が起こる。
【０００５】
　このようなバックライトについて、バックライトからの熱の影響を小さくするため、バ
ックライトと液晶セルの間に断熱シートを挿入する手法が提案されている（特許文献１）
。しかしながら、従来に比べて断熱シートを必要とするので、コストアップにつながる、
液晶表示装置が厚くなる、表示装置の製造工程で工程数が増えるという問題があり、簡便
にこれらの課題を解決できる手法の開発が望まれていた。更に、筐体を伝播した熱などに
よって影響を受ける視認側についてはなんら検討がされていなかった。
【先行技術文献】
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【特許文献】
【０００６】
【特許文献１】特開２００５－３２１５９３号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００７】
　本発明は、液晶セルと、液晶セルの両側に粘着剤層を介して配置された１対の偏光板と
、バックライトを有する液晶表示装置であって、バックライトとして温度ムラが生じるも
のを用いた場合であっても、追加の構成を用いたり、液晶表示装置の厚みを上昇させるこ
となく、輝度ムラがなく、面内均一性に優れる表示品位の良い液晶表示装置及びその製造
方法を提供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【０００８】
　本発明者らは前記課題を解決すべく鋭意検討を重ねた結果、下記に示す液晶表示装置に
より前記目的を達成できることを見出し、本発明を完成するに至った。
【０００９】
　本発明の上記課題は、以下の構成や製造方法によって達成できる。
［１］
　液晶セルと、液晶セルの両側に粘着剤層を介して配置された１対の偏光板と、バックラ
イトとを有する液晶表示装置であって、前記１対の偏光板の少なくとも一方と該偏光板が
接する粘着剤層が２５℃６０％ＲＨ環境で下記式（Ｉ）及び（ＩＩ）を満たすことを特徴
とする液晶表示装置。
（Ｉ）　０．９９８５６≦ＮＭＤ／ＰＭＤ≦０．９９９５２
（ＩＩ）０．９９７０≦ＮＴＤ／ＰＴＤ≦０．９９９０
（ここで、ＮＭＤは前記偏光板の吸収軸と平行な方向における前記粘着剤層が前記液晶セ
ルと接している部分の長さであり、ＰＭＤは前記偏光板の吸収軸と平行な方向における該
偏光板の長さである。また、ＮＴＤは前記偏光板の吸収軸と直交する方向における前記粘
着剤層が前記液晶セルと接している部分の長さであり、ＰＴＤは前記偏光板の吸収軸と直
交する方向における該偏光板の長さである。）
［２］
　前記１対の偏光板のうち前記液晶表示装置の視認側偏光板及び該視認側偏光板が接する
粘着剤層が、前記式（Ｉ）及び（ＩＩ）を満たすことを特徴とする［１］記載の液晶表示
装置。
［３］
　液晶セルと、液晶セルの両側に粘着剤層を介して配置された１対の偏光板と、バックラ
イトとを有する液晶表示装置の製造方法であって、前記１対の偏光板の少なくとも一方を
平衡含水率を２５℃３０％ＲＨ以上２５℃５０％ＲＨ以下に調整したのちに前記液晶セル
に貼合することを特徴とする液晶表示装置の製造方法。
【発明の効果】
【００１０】
　本発明によれば、バックライトとして温度ムラが生じるものを用いた場合であっても、
追加の構成を用いたり、液晶表示装置の厚みを上昇させることなく、輝度ムラがなく面内
均一性に優れる表示品位の良い液晶表示装置及びその製造方法を提供することができる。
【図面の簡単な説明】
【００１１】
【図１】偏光板の寸法Ｐと粘着剤層の寸法Ｎの測定方法を説明する図である。
【発明を実施するための形態】
【００１２】
　以下、本発明を実施するための形態について詳細に説明するが、本発明はこれらに限定
されるものではない。なお、本明細書において、数値が物性値、特性値等を表す場合に、
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「（数値１）～（数値２）」という記載は「（数値１）以上（数値２）以下」の意味を表
す。
【００１３】
　本発明者らは鋭意検討の結果、液晶セルのコーナー部に発生する光漏れは、液晶パネル
の反りと関係があることを見出した。液晶パネルの反りは、バックライトで生じる熱に起
因し、それが偏光板の寸法変化を誘起し液晶セルのガラスを反らせていると推測している
。更に、反った液晶セルが筐体内で衝突することで、輝度ムラを発生させていると推測し
ているが定かではない。本発明の液晶表示装置では、熱による偏光板寸法変化を抑制する
ことで均一な表示品位を有する液晶表示装置が得られたと考えられる。
【００１４】
　液晶表示装置点灯後に発生するコーナー部の光漏れ低減には、該液晶表示装置の液晶セ
ル（粘着剤層を介して偏光板が貼合したもの）を２５℃６０％ＲＨに一定時間放置した際
の偏光板の寸法Ｐと粘着剤層の寸法Ｎの比Ｎ／Ｐが、以下の式（Ｉ）及び（ＩＩ）を満た
す値であればよい。Ｎ／Ｐが以下の式（Ｉ）及び（ＩＩ）を満たす場合、液晶表示装置の
光漏れが低減され、輝度ムラを低減することができる。
　なお、放置する時間は温湿度に対して変動を示さなくなった定常状態となれば特に規定
はないが、偏光板の形状などによって定常状態に到達するまでの時間が異なるため、本発
明においては特に２５℃６０％ＲＨの状態下で１週間の放置後に測定を行うことが好まし
い。
（Ｉ）　０．９９８５６≦ＮＭＤ／ＰＭＤ≦０．９９９５２
（ＩＩ）０．９９７０≦ＮＴＤ／ＰＴＤ≦０．９９９０
　ここで、ＮＭＤは前記偏光板の吸収軸と平行な方向における前記粘着剤層が前記液晶セ
ルと接している部分の長さであり、ＰＭＤは前記偏光板の吸収軸と平行な方向における該
偏光板の長さである。また、ＮＴＤは前記偏光板の吸収軸と直交する方向における前記粘
着剤層が前記液晶セルと接している部分の長さであり、ＰＴＤは前記偏光板の吸収軸と直
交する方向における該偏光板の長さである。
　寸法比はより好ましくは、
（Ｉ’）　０．９９８８≦ＮＭＤ／ＰＭＤ≦０．９９９２８
（ＩＩ’）０．９９７５≦ＮＴＤ／ＰＴＤ≦０．９９８５であり、更に輝度ムラの強度を
抑えることができる。
【００１５】
　液晶表示装置の中で上記の寸法比を視認側偏光板とそれと接する粘着剤層、若しくは、
バックライト側偏光板とそれと接する粘着剤層がみたせば本発明の効果が得られる。特に
、視認側偏光板が上記の寸法比を満たすことで、輝度ムラ低減効果を高めることが出来る
。
【００１６】
＜偏光板＞
　偏光板は、偏光子単体そのものを用いることもできるが、通常は、偏光子の片側又は両
側に透明保護フィルムを有するものが一般に用いられる。
【００１７】
＜偏光子＞
　偏光子は、特に制限されず、各種のものを使用できる。偏光子としては、たとえば、ポ
リビニルアルコール系フィルム、部分ホルマール化ポリビニルアルコール系フィルム、エ
チレン・酢酸ビニル共重合体系部分ケン化フィルム等の親水性高分子フィルムに、ヨウ素
や二色性染料等の二色性物質を吸着させて一軸延伸したもの、ポリビニルアルコールの脱
水処理物やポリ塩化ビニルの脱塩酸処理物等ポリエン系配向フィルム等があげられる。こ
れらのなかでもポリビニルアルコール系フィルムとヨウ素などの二色性物質からなる偏光
子が好適である。これら偏光子の厚さは特に制限されないが、一般的に、５～８０μｍ程
度である。
【００１８】
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　ポリビニルアルコール系フィルムをヨウ素で染色し一軸延伸した偏光子は、たとえば、
ポリビニルアルコールをヨウ素の水溶液に浸漬することによって染色し、元長の３～７倍
に延伸することで作製することができる。必要に応じてホウ酸や硫酸亜鉛、塩化亜鉛等を
含んでいてもよいヨウ化カリウムなどの水溶液に浸漬することもできる。更に必要に応じ
て染色の前にポリビニルアルコール系フィルムを水に浸漬して水洗してもよい。ポリビニ
ルアルコール系フィルムを水洗することでポリビニルアルコール系フィルム表面の汚れや
ブロッキング防止剤を洗浄することができるほかに、ポリビニルアルコール系フィルムを
膨潤させることで染色のムラなどの不均一を防止する効果もある。延伸はヨウ素で染色し
た後に行っても良いし、染色しながら延伸してもよいし、また延伸してからヨウ素で染色
してもよい。ホウ酸やヨウ化カリウムなどの水溶液中や水浴中でも延伸することができる
。
【００１９】
＜偏光板保護フィルム＞
　透明保護フィルムはポリマーによる塗布層、又はフィルムのラミネート層等として設け
ることができる。（以降、塗布層についても偏光板保護フィルムと統一して称する）偏光
板保護フィルムを形成する、透明ポリマー又はフィルム材料としては、適宜な透明材料を
用いうるが、透明性や機械的強度、熱安定性や水分遮断性などに優れるものが好ましく用
いられる。前記透明保護フィルムを形成する材料としては、例えばポリエチレンテレフタ
レートやポリエチレンナフタレート等のポリエステル系ポリマー、二酢酸セルロースや三
酢酸セルロース等のセルロース系ポリマー、ポリメチルメタクリレート等のアクリル系ポ
リマー、ポリスチレンやアクリロニトリル・スチレン共重合体（ＡＳ樹脂）等のスチレン
系ポリマー、ポリカーボネート系ポリマーなどがあげられる。また、ポリエチレン、ポリ
プロピレン、シクロ系ないしはノルボルネン構造を有するポリオレフィン、エチレン・プ
ロピレン共重合体の如きポリオレフィン系ポリマー、塩化ビニル系ポリマー、ナイロンや
芳香族ポリアミド等のアミド系ポリマー、イミド系ポリマー、スルホン系ポリマー、ポリ
エーテルスルホン系ポリマー、ポリエーテルエーテルケトン系ポリマー、ポリフェニレン
スルフィド系ポリマー、ビニルアルコール系ポリマー、塩化ビニリデン系ポリマー、ビニ
ルブチラール系ポリマー、アリレート系ポリマー、ポリオキシメチレン系ポリマー、エポ
キシ系ポリマー、特開２００１－３４３５２９号公報に記載のポリマー、あるいは前記ポ
リマーのブレンド物なども前記透明保護フィルムを形成するポリマーの例としてあげられ
る。透明保護フィルムは、アクリル系、ウレタン系、アクリルウレタン系、エポキシ系、
シリコーン系等の熱硬化型、紫外線硬化型の樹脂の硬化層として形成することもできる。
【００２０】
　透明保護フィルムとしては、目的によって適宜、上記の各種ポリマーフィルムを使用す
ることが出来るが、偏光特性、耐久性、製造適性などの点より、セルロース系ポリマーが
好ましく、特にトリアセチルセルロースが好適に用いられる。
【００２１】
　透明保護フィルムの厚さは、適宜に決定しうるが、一般には強度や取扱性等の作業性、
薄層性などの点より１～５００μｍ程度である。特に１～３００μｍが好ましく、５～２
００μｍがより好ましい。
（フィルムのレターデーション）
　本明細書において、Ｒｅ（λ）、Ｒｔｈ（λ）は各々、波長λにおける面内のレターデ
ーション及び厚さ方向のレターデーションを表す。ＲｅはＫＯＢＲＡ　２１ＡＤＨ（王子
計測機器（株）製）において波長λｎｍの光をフィルム法線方向に入射させて測定される
。Ｒｔｈは前記Ｒｅ、面内の遅相軸（ＫＯＢＲＡ　２１ＡＤＨにより判断される）を傾斜
軸（回転軸）としてフィルム法線方向に対して＋４０°傾斜した方向から波長λｎｍの光
を入射させて測定したレターデーション値、及び面内の遅相軸を傾斜軸（回転軸）として
フィルム法線方向に対して－４０°傾斜した方向から波長λｎｍの光を入射させて測定し
たレターデーション値の計３つの方向で測定したレターデーション値を基にＫＯＢＲＡ　
２１ＡＤＨが算出する。ここで平均屈折率の仮定値はポリマーハンドブック（ＪＯＨＮ　
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ＷＩＬＥＹ＆ＳＯＮＳ，ＩＮＣ）、各種光学フィルムのカタログの値を使用することがで
きる。平均屈折率の値が既知でないものについてはアッベ屈折計で測定することができる
。主な光学フィルムの平均屈折率の値を以下に例示する：セルロースアシレート（１．４
８）、シクロオレフィンポリマー（１．５２）、ポリカーボネート（１．５９）、ポリメ
チルメタクリレート（１．４９）、ポリスチレン（１．５９）である。これら平均屈折率
の仮定値と膜厚を入力することで、ＫＯＢＲＡ　２１ＡＤＨはｎｘ、ｎｙ、ｎｚを算出す
る。この算出されたｎｘ，ｎｙ，ｎｚよりＮｚ＝（ｎｘ－ｎｚ）／（ｎｘ－ｎｙ）が更に
算出される。
【００２２】
　＜光学機能の追加＞
　本発明の偏光板は、実用に際して他の光学機能層を兼ねてもよく、積層して用いること
もできる。その光学機能層については特に限定はないが、例えば反射板や半透過板、位相
差板（１／２や１／４等の波長板を含む）、視角補償フィルムなどの液晶表示装置等の形
成に用いられることのある光学機能層を保護フィルムと兼ねるか、１層又は２層以上に積
層して用いることができる。位相差の付与については、保護フィルムに位相差を調整する
化合物を添加したり、素材によってはフィルムの延伸を行う事でフィルム自体に位相差を
付与する事ができる他に、液晶性重合化合物を塗布して配向状態を固定した層や前述の様
な延伸フィルムなどの位相差を示す層を積層する事で達成できる。光学機能層として各種
フィルムを使用することが出来るが、いずれのフィルムを使用しても液晶表示装置の連続
点灯で発生するコーナー部の輝度ムラについてはほとんど影響を与えないと考えている。
それは構成部材の追加・積層が伸縮等の変動への感度を鈍らせる傾向である事や、これら
部材に比べて偏光子の伸縮量が大きいなどの幾つかの要因が複合して起きると推測される
ためである。
【００２３】
　＜その他の機能性層＞
　前記透明保護フィルムの偏光子を接着させない面には、ハードコート層や反射防止層、
光拡散ないしアンチグレア（防眩）層、スティッキング防止、紫外線吸収、帯電防止や防
汚を目的とした機能性を付与する事ができる。これらの機能性層は偏光板保護フィルムに
その機能を兼ねる事もできるが、前面板の様な形態で別構成として提供しても良い。
【００２４】
　ハードコート層は偏光板表面の傷付き防止などを目的に施されるものであり、例えばア
クリル系、シリコーン系などの適宜な硬化型樹脂による硬度や滑り特性等に優れる硬化皮
膜を透明保護フィルムの表面に付加する方式などにて形成するものが良く知られている。
反射防止層は屈折率の異なる層を積層し干渉により反射を防止するものであり、従来に準
じた反射防止膜などの形成により達成することができる。
　スティッキング防止層は隣接層との密着防止に、紫外線吸収層は装置内部への紫外線の
到達を防ぐ事などを目的に施される。
【００２５】
　また、アンチグレア（防眩）層は偏光板の表面で外光が反射して偏光板透過光の視認を
阻害することの防止等を目的に施されるものであり、例えばサンドブラスト方式やエンボ
ス加工方式による粗面化方式や透明微粒子の配合方式などの適宜な方式にて透明保護フィ
ルムの表面に微細凹凸構造を付与することにより形成することができる。前記表面微細凹
凸構造の形成に含有させる微粒子としては、例えば平均粒径が０．５～５０μｍのシリカ
、アルミナ、チタニア、ジルコニア、酸化錫、酸化インジウム、酸化カドミウム、酸化ア
ンチモン等からなる導電性のこともある無機系微粒子、架橋又は未架橋のポリマー等から
なる有機系微粒子などの透明微粒子が用いられる。アンチグレア層は、偏光板透過光を拡
散して視角などを拡大するための拡散層（視角拡大機能など）を兼ねるものであってもよ
い。
【００２６】
　前記偏光子と透明保護フィルムとの接着処理には、接着剤が用いられる。接着剤として
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は、イソシアネート系接着剤、ポリビニルアルコール系接着剤、エポキシ系接着剤、ゼラ
チン系接着剤、ビニル系ラテックス系、水系ポリエステル等を例示できる。前記接着剤は
、通常、水溶液からなる接着剤が用いられる。
　特に、後述の貼り合わせ後の接着剤の乾燥工程を要しないことから、接着剤として、脂
環式エポキシ化合物を含有する無溶剤の活性エネルギー線硬化性組成物（以下、単に「エ
ポキシ系接着剤組成物」ということもある。）を好ましく使用することができる。脂環式
エポキシ化合物を含有する無溶剤の活性エネルギー線硬化性組成物を用いることにより、
過酷な環境下における偏光板の耐久性を向上させることが可能になるとともに、接着剤を
乾燥させる工程が不要になるため、生産性を向上させることができる。
【００２７】
　ここで、脂環式エポキシ化合物とは、飽和環状化合物の環に直接エポキシ基を有してな
るもの、及び飽和環状化合物の環に直接グリシジルエーテル基又はグリシジル基を有して
なるものをいう。なお、他のエポキシ基を構造内に有していてもよい。
【００２８】
　飽和環状化合物の環に直接エポキシ基を有してなる脂環式エポキシ化合物は、例えば、
特開２０１０－０９１６０３号公報段落００７４～００８１に記載の方法により入手する
ことができる。
【００２９】
　本発明において好ましく用いられる飽和環状化合物の環に直接エポキシ基を有してなる
脂環式エポキシ化合物の具体例を挙げれば、たとえば、３，４－エポキシシクロヘキシル
メチル　３，４－エポキシシクロヘキサンカルボキシレート、１，２－エポキシ－４－ビ
ニルシクロヘキサン、１，２－エポキシ－１－メチル－４－（１－メチルエポキシエチル
）シクロヘキサン、３，４－エポキシシクロヘキシルメチル　メタアクリレート、２，２
－ビス（ヒドロキシメチル）－１－ブタノールの４－（１，２－エポキシエチル）－１，
２－エポキシシクロヘキサン付加物、エチレン　ビス（３，４－エポキシシクロヘキサン
カルボキシレート）、オキシジエチレン　ビス（３，４－エポキシシクロヘキサンカルボ
キシレート）、１，４－シクロヘキサンジメチル　ビス（３，４－エポキシシクロヘキサ
ンカルボキシレート）、及び３－（３，４－エポキシシクロヘキシルメトキシカルボニル
）プロピル　３，４－エポキシシクロヘキサンカルボキシレート等が挙げられる。
【００３０】
　飽和環状化合物の環に直接グリシジルエーテル基又はグリシジル基を有してなる脂環式
エポキシ化合物は、例えば、特開２０１０－０９１６０３号公報段落００８３～００８６
に記載の方法により入手することができる。
【００３１】
　上記した脂環式エポキシ化合物の中でも、偏光板の耐久性を向上させる上において良好
な硬化物特性を示し、又は適度な硬化性を有するとともに、比較的廉価に入手できること
から、３，４－エポキシシクロヘキシルメチル　３，４－エポキシシクロヘキサンカルボ
キシレート及びビスフェノールＡのグリシジルエーテル化物の水添化物が好ましく、３，
４－エポキシシクロヘキシルメチル　３，４－エポキシシクロヘキサンカルボキシレート
がより好ましい。
【００３２】
　また、これらの脂環式エポキシ化合物は、それぞれ単独で使用してもよいし、２種以上
を混合して使用してもよい。
【００３３】
　このような脂環式エポキシ化合物は、市販品を容易に入手することが可能であり、たと
えば、それぞれ商品名で、「セロキサイド」、「サイクロマー」（以上、ダイセル化学工
業株式会社製）及び「サイラキュア」（ダウケミカル社製）等が挙げられる。
【００３４】
　本発明において、エポキシ系接着剤組成物には、脂環式エポキシ化合物以外の活性エネ
ルギー線硬化性化合物を配合することができる。このような活性エネルギー線硬化性化合
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物としては、前記脂環式エポキシ化合物以外のエポキシ化合物を用いることができる。こ
のような脂環式エポキシ化合物以外のエポキシ化合物を併用することにより、偏光子と透
明保護フィルムとの密着性を向上させることができる。
　このような脂環式エポキシ化合物以外のエポキシ化合物、及びそのオリゴマー等は、市
販品を容易に入手することが可能であり、たとえば、それぞれ商品名で、「エピコート」
（ジャパンエポキシレジン株式会社製）、「エピクロン」（ＤＩＣ株式会社製）、「エポ
トート」（東都化成株式会社製）、「アデカレジン」（株式会社ＡＤＥＫＡ製）、「デナ
コール」（ナガセケムテックス株式会社製）、「ダウエポキシ」（ダウケミカル社製）及
び「テピック」（日産化学工業株式会社製）等が挙げられる。
【００３５】
　本発明で用いられる脂環式エポキシ化合物及び脂環式エポキシ化合物以外のエポキシ化
合物のエポキシ当量は、通常、３０～２０００ｇ／ｅｑであり、５０～１５００ｇ／ｅｑ
であることが好ましく、７０～１０００ｇ／ｅｑであることがより好ましい。なお、この
エポキシ当量は、ＪＩＳ　Ｋ　７２３６（ＩＳＯ　３００１）に準拠して測定する値であ
る。また、エポキシ化合物が高純度単量体であれば、その分子量より理論量を算出するこ
とができる。
【００３６】
　また、前記活性エネルギー線硬化性化合物としては、オキセタン化合物を用いることも
できる。オキセタン化合物の併用により、活性エネルギー線硬化性組成物の硬化速度を向
上させることができる。オキセタン化合物としては、オキセタン環を有する化合物であっ
て、活性エネルギー線硬化性であれば特に限定されるものではないが、たとえば、１，４
－ビス｛［（３－エチルオキセタン－３－イル）メトキシ］メチル｝ベンゼン、３－エチ
ル－３－（２－エチルヘキシロキシメチル）オキセタン、ビス（３－エチル－３－オキセ
タニルメチル）エーテル、３－エチル－３－（フェノキシメチル）オキセタン、３－エチ
ル－３－（シクロヘキシロキシメチル）オキセタン、フェノールノボラックオキセタン、
及び１，３－ビス［（３－エチルオキセタン－３－イル）メトキシ］ベンゼン等が挙げら
れる。
【００３７】
　このようなオキセタン化合物は、市販品を容易に入手することが可能であり、たとえば
、それぞれ商品名で、「アロンオキセタン」（東亞合成株式会社製）、及び「ＥＴＥＲＮ
ＡＣＯＬＬ」（宇部興産株式会社製）等が挙げられる。
【００３８】
　活性エネルギー線硬化性組成物中における脂環式エポキシ化合物の配合比は、活性エネ
ルギー線硬化性化合物（脂環式エポキシ化合物、脂環式エポキシ化合物以外のエポキシ化
合物及びオキセタン化合物）の合計１００重量部に対して、脂環式エポキシ化合物３０～
９５重量部が好ましく、５０～９０重量部がより好ましく、７０～８５重量部が更に好ま
しい。
【００３９】
　本発明で用いられる脂環式エポキシ化合物を含む活性エネルギー線硬化性組成物に含有
される全塩素量は、０．１ｐｐｍ～１５０００ｐｐｍの範囲が好ましく、０．５ｐｐｍ～
２０００ｐｐｍの範囲がより好ましく、１．０～１０００ｐｐｍの範囲が更に好ましい。
なお、この全塩素量は、ＪＩＳ　Ｋ　７２４３－３（ＩＳＯ　２１６２７－３）に準拠し
て測定する値である。
【００４０】
　本発明で用いられる脂環式エポキシ化合物を含む活性エネルギー線硬化性組成物の色相
は、硬化前における活性エネルギー線硬化性組成物のガードナー色度で５以下が好ましく
、３以下がより好ましく、１以下が更に好ましい。
【００４１】
　本発明で用いられる脂環式エポキシ化合物を含む活性エネルギー線硬化性組成物は、活
性エネルギー線の照射によって固化（硬化）し、該硬化物層を狭持するフィルム同士に接
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着力を与える硬化性組成物である。
【００４２】
　用いられる活性エネルギー線としては、たとえば、波長が１ｐｍ～１０ｎｍのＸ線、１
０～４００ｎｍの紫外線、及び４００～８００ｎｍの可視光線等が挙げられる。中でも、
利用の容易さ、活性エネルギー線硬化性組成物の調整の容易さ及びその安定性、並びにそ
の硬化性能の点で紫外線が好ましく用いられる。
【００４３】
　用いる光源は、特に限定されるものではないが、たとえば、波長４００ｎｍ以下に発光
分布を有する、低圧水銀灯、中圧水銀灯、高圧水銀灯、超高圧水銀灯、ケミカルランプ、
ブラックライトランプ、マイクロウェーブ励起水銀灯、及びメタルハライドランプ等が挙
げられる。
【００４４】
　照射強度は、活性エネルギー線硬化性組成物や照射時間によって決定されるものであり
、特に制限されるものではないが、たとえば、開始剤の活性化に有効な波長領域の照射強
度が０．１～１０００ｍＷ／ｃｍ２であることが好ましい。
【００４５】
　照射時間は、活性エネルギー線硬化性組成物や照射強度によって決定されるものであり
、特に制限されるものではないが、たとえば、照射強度と照射時間の積として表される積
算光量が１０～５，０００ｍＪ／ｃｍ２となるように設定されることが好ましい。
【００４６】
　本発明で用いられる脂環式エポキシ化合物を含む活性エネルギー線硬化性組成物は、活
性エネルギー線によって硬化するために、カチオン重合開始剤を配合するのが好ましい。
【００４７】
　これらのカチオン重合開始剤は、それぞれ単独で使用してもよいし、２種以上を混合し
て使用してもよい。中でも、特に芳香族スルホニウム塩は、３００ｎｍ以上の波長領域で
も紫外線吸収特性を有することから、硬化性に優れ、良好な機械強度や接着強度を有する
硬化物層を与えることができるため、好ましく用いられる。
【００４８】
　カチオン重合開始剤の配合量は、活性エネルギー線硬化性化合物の合計１００重量部に
対して、通常、０．５～２０重量部であり、１～１５重量部が好ましい。
【００４９】
　これらのカチオン重合開始剤は、市販品を容易に入手することが可能であり、たとえば
、それぞれ商品名で、「カヤラッド」（日本化薬株式会社製）、「サイラキュア」（ユニ
オンカーバイド社製）、光酸発生剤「ＣＰＩ」（サンアプロ株式会社製）、光酸発生剤「
ＴＡＺ」、「ＢＢＩ」、「ＤＴＳ」（以上、ミドリ化学株式会社製）、「アデカオプトマ
ー」（株式会社ＡＤＥＫＡ製）、及び「ＲＨＯＤＯＲＳＩＬ」（ローディア社製）等が挙
げられる。
【００５０】
　本発明で用いられる脂環式エポキシ化合物を含む活性エネルギー線硬化性組成物は、必
要に応じて光増感剤を併用することができる。光増感剤を使用することで、反応性が向上
し、硬化物層の機械強度や接着強度を向上させることができる。
【００５１】
　光増感剤としては、特に限定されるものではないが、たとえば、カルボニル化合物、有
機硫黄化合物、過硫化物、レドックス系化合物、アゾ及びジアゾ化合物、ハロゲン化合物
、並びに光還元性色素等が挙げられる。
【００５２】
　光増感剤は、それぞれ単独で使用してもよいし、混合して使用してもよい。光増感剤は
、活性エネルギー線硬化性組成物を１００重量部とした場合に、０．１～２０重量部の範
囲で含有するのが好ましい。
【００５３】
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　本発明に用いる活性エネルギー線硬化性組成物には、本発明の効果を損なわない限り、
各種の添加剤を配合することができる。各種の添加剤としては、たとえば、イオントラッ
プ剤、酸化防止剤、連鎖移動剤、増感剤、粘着付与剤、熱可塑性樹脂、充填剤、流動調整
剤、可塑剤、及び消泡剤等が挙げられる。
【００５４】
　偏光板は、前記透明保護フィルムと偏光子を、前記接着剤を用いて貼り合わせることに
より製造する。接着剤の塗布は、透明保護フィルム、偏光子のいずれに行ってもよく、両
者に行ってもよい。貼り合わせ後には、乾燥工程を施し、塗布乾燥層からなる接着層を形
成する。偏光子と透明保護フィルムの貼り合わせは、ロールラミネーター等により行うこ
とができる。接着層の厚さは、特に制限されないが、通常０．１～５μｍ程度である。
【００５５】
　＜粘着剤層＞
　前述した偏光板や、偏光板を少なくとも１層有する光学部材には、液晶セルとの貼合の
ため粘着剤層を設ける。液晶セル以外の他部材と貼合するためにも粘着剤層を設けること
もできる。粘着剤層を形成する粘着剤は特に制限されないが、例えばアクリル系重合体、
シリコーン系ポリマー、ポリエステル、ポリウレタン、ポリアミド、ポリエーテル、フッ
素系やゴム系などのポリマーをベースポリマーとするものを適宜に選択して用いることが
できる。特に、アクリル系粘着剤の如く光学的透明性に優れ、適度な濡れ性と凝集性と接
着性の粘着特性を示して、耐候性や耐熱性などに優れるものが好ましく用いうる。
【００５６】
　また上記に加えて、吸湿による発泡現象や剥がれ現象の防止、熱膨張差等による光学特
性の低下や液晶セルの反り防止、ひいては高品質で耐久性に優れる液晶表示装置の形成性
などの点より、吸湿率が低くて耐熱性に優れる粘着層が好ましい。
　また、偏光板の固定と貼合の作業性（リワーク性）の観点から、粘着剤層の粘着力は１
Ｎ／２５ｍｍ以上が好ましく、５Ｎ／２５ｍｍ以上がより好ましい。なお、上限は特に制
限されない。
【００５７】
　偏光板や液晶セルの伸張・収縮への追従や粘着剤層を挟持する部材の応力の伝播を抑制
するため、２３℃における粘着剤の貯蔵弾性率（Ｇ’）が２０～１００が好ましく、３０
～７０［ＭＰａ］がより好ましい。
【００５８】
　粘着剤層は、例えば天然物や合成物の樹脂類、特に、粘着性付与樹脂や、ガラス繊維、
ガラスビーズ、金属粉、その他の無機粉末等からなる充填剤や顔料、着色剤、酸化防止剤
などの粘着層に添加されることの添加剤を含有していてもよい。また微粒子を含有して光
拡散性を示す粘着剤層などであってもよい。
【００５９】
　粘着剤層は、異なる組成又は種類等のものの重畳層として偏光板や光学部材の片面又は
両面に設けることもできる。また両面に設ける場合に、偏光板や光学部材の表裏において
異なる組成や種類や厚さ等の粘着剤層とすることもできる。粘着剤層の厚さは、使用目的
や接着力などに応じて適宜に決定でき、一般には１～５００μｍであり、５～２００μｍ
が好ましく、特に１０～１００μｍが好ましい。
【００６０】
　粘着剤層の露出面に対しては、実用に供するまでの間、その汚染防止等を目的にセパレ
ータが仮着されてカバーされる。これにより、通例の取扱状態で粘着層に接触することを
防止できる。セパレータとしては、上記厚さ条件を除き、例えばプラスチックフィルム、
ゴムシート、紙、布、不織布、ネット、発泡シートや金属箔、それらのラミネート体等の
適宜な薄葉体を、必要に応じシリコーン系や長鎖アルキル系、フッ素系や硫化モリブデン
等の適宜な剥離剤でコート処理したものなどの、従来に準じた適宜なものを用いうる。
【００６１】
　なお、本発明において、上記した偏光板や光学部材等、また粘着剤層などの各層には、
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例えばサリチル酸エステル系化合物やベンゾフェノール系化合物、ベンゾトリアゾール系
化合物やシアノアクリレート系化合物、ニッケル錯塩系化合物等の紫外線吸収剤で処理す
る方式などの方式により紫外線吸収能をもたせたものなどであってもよい。
【００６２】
　偏光板や光学部材の片面又は両面への粘着層の付設は、適宜な方式で行いうる。その例
としては、例えばトルエンや酢酸エチル等の適宜な溶剤の単独物又は混合物からなる溶媒
にベースポリマー又はその組成物を溶解又は分散させた１０～４０質量％程度の粘着剤溶
液を調製し、それを流延方式や塗工方式等の適宜な展開方式で偏光板上又は光学部材上に
直接付設する方式、あるいは前記に準じセパレータ上に粘着剤層を形成してそれを偏光板
上又は光学部材上に移着する方式などがあげられる。
【００６３】
＜偏光板の貼合＞
　この様にして付設された粘着剤層により、偏光板と液晶セルやその他の機能性部材と貼
合される。
　本発明の液晶表示装置を作製する際には、偏光板を液晶セルに貼合する時の偏光板の含
水率を、該偏光板の２５℃３０％ＲＨ～２５℃５０％ＲＨでの平衡含水率となるように調
整することにより前記式（Ｉ）及び（ＩＩ）を満たす（好ましくは前記式（Ｉ’）及び（
ＩＩ’）を満たす）液晶表示装置を作製することができる。より好ましくは、平衡含水率
が２５℃３０％ＲＨ～２５℃４５％ＲＨの平衡含水率に調整することであり、更に好まし
くは２５℃３５％ＲＨ～２５℃４５％ＲＨの平衡含水率に調整することである。
　ここで、平衡含水率とは、一定の温度、湿度の環境下において材質中の水分量がその雰
囲気中で平衡に達した状態における含水率であり、偏光板としての平衡含水率は偏光板を
構成する素材によって異なる。平衡含水率の調整方法としては、その定義に従って、制御
された目標とする雰囲気下に対象を平衡状態となるまで放置する事で調整する事ができる
。
【００６４】
＜液晶表示装置＞
　液晶表示装置のモードについては特に制限はなく、ＴＮ（Ｔｗｉｓｔｅｄ　Ｎｅｍａｔ
ｉｃ）、ＩＰＳ（Ｉｎ－Ｐｌａｎｅ　Ｓｗｉｔｃｈｉｎｇ）、ＦＬＣ（Ｆｅｒｒｏｅｌｅ
ｃｔｒｉｃ　Ｌｉｑｕｉｄ　Ｃｒｙｓｔａｌ）、ＡＦＬＣ（Ａｎｔｉ－ｆｅｒｒｏｅｌｅ
ｃｔｒｉｃ　Ｌｉｑｕｉｄ　Ｃｒｙｓｔａｌ）、ＯＣＢ（Ｏｐｔｉｃａｌｌｙ　Ｃｏｍｐ
ｅｎｓａｔｏｒｙ　Ｂｅｎｄ）、ＳＴＮ（Ｓｕｐｐｅｒ　Ｔｗｉｓｔｅｄ　Ｎｅｍａｔｉ
ｃ）、ＶＡ（Ｖｅｒｔｉｃａｌｌｙ　Ａｌｉｇｎｅｄ）、及びＨＡＮ（Ｈｙｂｒｉｄ　Ａ
ｌｉｇｎｅｄ　Ｎｅｍａｔｉｃ）等、いずれの表示モードの液晶表示装置であっても、偏
光板層と粘着剤層の寸法差、液晶セルへの貼合時の偏光板含水率を調整することで、輝度
ムラの軽減効果が得られる。
【００６５】
　なお、光源としては、ＣＣＦＬ（冷陰極蛍光ランプ）やＬＥＤ（発光ダイオード）を光
源とした直下型バックライト、サイドライト型バックライト、その他に面状光源を用いた
もの等を用いることができる。またバックライトには光の利用効率を上げるために反射板
、輝度向上膜などの部材を用いることができる。更に、液晶表示装置の形成に際しては、
上述の部材以外に例えば拡散板、保護板、プリズムアレイ、レンズアレイシート、光拡散
板などの部品を適宜、１層又は２層以上配置することができる。
【実施例】
【００６６】
　以下に本発明を実施例等をあげて説明するが、本発明はこれら実施例に制限されるもの
ではない。
【００６７】
　（偏光板、粘着剤層の寸法測定方法）
　偏光板の寸法Ｐの測定は、偏光板を粘着剤層により液晶セルに貼合して２５℃６０％Ｒ
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Ｈ環境に１週間放置したのち、偏光板の吸収軸と平行な方向の寸法（ＰＭＤ）と、吸収軸
と直交する方向の寸法（ＰＴＤ）を、一般的な測長に用いられる金属製のものさしを使用
して行った。粘着剤層の寸法Ｎの測定は、上記液晶セルに貼合した偏光板の辺部分を反射
型光学顕微鏡で観察し、偏光板が液晶セルから浮いて白く見える部分の長さδを算出する
ことで実施した（図１参照）。ここで、偏光板の向かい合う２辺でのδをそれぞれδ１、
δ２とするとき、粘着剤層の寸法Ｎは下記式で示される。
　　Ｎ＝Ｐ－（δ１＋δ２）
　偏光板の吸収軸と平行な方向と、吸収軸と直交する方向とで、それぞれ上記式よりＮ（
ＮＭＤ、ＮＴＤ）を求めることができる。
【００６８】
（フィルム１の準備）
　市販のトリアセチルセルロースフィルム（「ＴＤ８０」富士フイルム社製、厚み８０μ
ｍ）を準備した。これをフィルム１として用いた。
【００６９】
　（フィルム２の準備）
　下記の組成物をミキシングタンクに投入し、加熱しながら攪拌して、各成分を溶解し、
セルロースアセテート溶液を調製した。
・セルロースアセテート（置換度２．８６）　　　　　　　１００．０質量部
・ポリエステルジオール＊１　　　　　　　　　　　　　　　　　１０質量部
・溶媒（組成は以下に記載）　　　　　　　　　　　　　　　　４６２質量部
＊１：アジピン酸とエチレングリコールとからなり、水酸基価が１１３のポリエステルジ
オールである。
　なお、溶媒組成は、以下の通りであった。
・メチレンクロライド（第１溶媒）　　　　　　　　　　　　　１００質量部
・メタノール（第２溶媒）　　　　　　　　　　　　　　　　　　１９質量部
・１－ブタノール　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１質量部
【００７０】
　下記の組成物を分散機に投入し、攪拌して各成分を溶解し、マット剤分散液を調製した
。上記セルロースアセテート溶液に、このマット剤分散液を１．３質量部加え、ドープを
調製した。
マット剤分散液の組成：
・シリカ粒子分散液（平均粒径１６ｎｍ）　　　　　　　　　　　　１０．０質量部
　　（“ＡＥＲＯＳＩＬ　Ｒ９７２”、日本アエロジル（株）製）
・メチレンクロライド　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　７２．８質量部
・メタノール　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３．９質量部
・ブタノール　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　０．５質量部
・セルロースアセテート溶液＊１　　　　　　　　　　　　　　　　１０．３質量部
＊１：上記セルロースアシレート溶液の調製において、アジピン酸とエチレングリコール
とからなり、水酸基価が１５６のポリエステルジオールを、セルロースアセテート（置換
度２．８６）１００質量部に対して２０質量部添加した以外は、同様にして調製されたセ
ルロースアシレート溶液である。
【００７１】
　作成したドープを流延口から－５℃に冷却したドラム上に流延した。溶媒含有率略７０
質量％の状態で剥ぎ取り、フィルムの幅方向の両端をピンテンター（特開平４－１００９
号公報の図３に記載のピンテンター）で固定し、溶媒含有率が３～５質量％の状態で、幅
方向（機械方向に垂直な方向）の延伸率が約３％となる間隔を保ちつつ乾燥した。その後
、熱処理装置のロール間を搬送することにより、更に乾燥し、厚み約６０μｍのセルロー
スアシレートフィルムを製造した。これをフィルム２として用いた。
【００７２】
　（フィルム３の準備）
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（溶解）
　セルロースアシレート（置換度２．８７のセルローストリアセテート）、可塑剤（トリ
フェニルフォスフェート（ＴＰＰ）とビフェニルジフェニルフォスフェート（ＢＤＰ）と
の混合物（ＴＰＰ／ＢＤＰ（セルロースアシレート１００質量部に対する割合）＝７．８
質量部／３．９質量部））、下記レターデーション発現剤（１）（セルロースアシレート
１００質量部に対する割合で０．７１質量部）、下記化合物Ａ（セルロースアシレート１
００質量部に対する割合で１．４質量部）を次の混合溶剤、ジクロロメタン／メタノール
／ブタノール（８２／１５／３質量部）にセルロースアシレートの質量濃度が１８質量％
となるように攪拌しながら投入して加熱攪拌し溶解させた。このとき、同時にセルロース
アシレート１００質量部に対して微粒子であるマット剤（ＡＥＲＯＳＩＬ　Ｒ９７２、日
本アエロジル（株）製）０．０５質量部を投入し、加熱しながら攪拌させた。
【００７３】
【化１】

【００７４】
【化２】

【００７５】
（流延）
　ドープを流延口から０℃に冷却したドラム上に流延した。溶媒含有率７０質量％の状態
で剥ぎ取り、フィルムの幅方向の両端をピンテンター（特開平４－１００９号公報の図３
に記載のピンテンター）で固定し、溶媒含有率が３乃至５質量％の状態で、幅方向（機械
方向に垂直な方向）の延伸率が３％となる間隔を保ちつつ乾燥した。その後、熱処理装置
のロール間を搬送することにより、更に乾燥し、巻取り部前で両端部を切り落とし、フィ
ルム３（厚み８０μｍ）として巻き取った。
【００７６】
　（フィルム４の準備）
　アセチル基置換度が２．８１のセルロースアシレート、可塑剤（トリフェニルフォスフ
ェート（ＴＰＰ）とビフェニルジフェニルフォスフェート（ＢＤＰ）との混合物（ＴＰＰ
／ＢＤＰ（セルロースアシレート１００質量部に対する割合）＝７．８質量部／３．９質
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量部））、下記レターデーション発現剤（２）（セルロースアシレート１００質量部に対
する割合で６．４質量部）を、ジクロロメタン／メタノール（８７／１３質量部）に、セ
ルロースアシレートの質量濃度が１５質量％となるように攪拌しながら投入して加熱攪拌
し溶解させた。このとき、同時にセルロースアシレート１００質量部に対して微粒子であ
るマット剤（ＡＥＲＯＳＩＬ　Ｒ９７２、日本アエロジル（株）製）０．０５質量部、下
記染料（１）を０．０００９質量部を投入し、加熱しながら攪拌させた。
【００７７】
【化３】

【００７８】
【化４】

【００７９】
（流延）
　上述のドープをバンド流延機を用いて流延した。残留溶剤量が２５～３５質量％でバン
ドから剥ぎ取ったフィルムを、延伸温度が約Ｔｇ－５～Ｔｇ＋５℃の範囲の条件で、剥ぎ
取りからテンターまでに区間で３％の延伸倍率で縦方向に延伸し、ついでテンターを用い
て３２％の延伸倍率で幅方向に延伸し、横延伸直後に７％の倍率で幅方向に収縮させた後
にフィルムをテンターから離脱し、セルロースアシレートフィルムを製膜した。巻取り部
前で両端部を切り落とし幅２０００ｍｍとし、長さ４０００ｍのロールフィルムとして巻
き取った。これを、フィルム４（厚み８２μｍ）として用いた。
【００８０】
（フィルム５の準備）
　「ゼオノア１４２０　Ｒ」｛日本ゼオン（株）製｝を原料とした膜厚１４０μｍのフィ
ルムを、縦一軸延伸機において、給気温度１４０℃、フィルム膜面温度１３０℃で、延伸
倍率３０％で縦延伸した。その後、テンター延伸機において、給気温度１４０℃、フィル
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ム膜面温度１３０℃で延伸倍率４０％で横延伸し、巻取り部前で両端部を切り落とし幅１
５００ｍｍとし、長さ４０００ｍのロールフィルムとして巻き取った。二軸延伸したフィ
ルムをフィルム５として用いた。得られたフィルムの厚みは１０５μｍであった。
【００８１】
　（フィルム６の準備）
　フィルム４の作成方法のうち、幅方向への延伸倍率を３９％にしたこと以外は同様にフ
ィルムを作成し、これをフィルム６（厚み７８μｍ）として用いた。
【００８２】
　（フィルム７の準備）
　下記の組成の内層用及び外層用ドープをそれぞれ調製した。
内層用ドープの組成：
セルロースアセテートＣ－１　　　　　　　　　　　　　　　　　　１００質量部
　　（アセチル置換度２．８１、数平均分子量８８０００）
前記レターデーション発現剤（２）　　　　　　　　　　　　　　　　　７質量部
下記の重合体Ｐ－２　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　９．０質量部
前記染料（１）（ブルーイング染料）　　　　　　　　　０．００００７８質量部
ジクロロメタン　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　４２３．９質量部
メタノール　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　６３．３質量部
【００８３】
外層用ドープの組成：
セルロースアセテートＣ－１　　　　　　　　　　　　　　　　　　１００質量部
　　（アセチル置換度２．８１、数平均分子量８８０００）
前記レターデーション発現剤（２）　　　　　　　　　　　　　　　　　７質量部
下記の重合体Ｐ－２　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　９．０質量部
前記染料（１）（ブルーイング染料）　　　　　　　　　０．００００７８質量部
平均粒径１６ｎｍのシリカ粒子　　　　　　　　　　　　　　　　０．１４質量部
　　（「ＡＥＲＯＳＩＬ　Ｒ９７２」日本アエロジル（株）製）
ジクロロメタン　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　４２４．５質量部
メタノール　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　６３．４質量部
【００８４】
重合体Ｐ－２：ＴＰＡ／ＰＡ／ＳＡ／ＡＡ（＝４５／５／３０／２０（モル％））のジカ
ルボン酸残基と、エチレングリコール（１００モル％）のジオール残基とからなる重縮合
体であって、両末端がアセチルエステル残基で封止されている、数平均分子量が９００の
重縮合体（ここで、ＴＰＡはテレフタル酸、ＰＡはフタル酸、ＳＡはセバシン酸、ＡＡは
アジピン酸である。）
【００８５】
　上記組成の外層及び内層ドープ液をバンド流延装置を用い、支持体面側外層、内層、空
気界面側外層の３層構造となるように、２０００ｍｍ幅でステンレスバンド支持体上に均
一に同時積層共流延した。ステンレスバンド支持体で、残留溶媒量が４０質量％になるま
で溶媒を蒸発させ、ステンレスバンド支持体上から剥離した。剥離の際に張力をかけて縦
（ＭＤ）延伸倍率が１．０２倍となるように延伸し、ついで、テンターで両端部を把持し
、幅手（ＴＤ）方向の延伸倍率が１．２２倍となるように、４５％／分の速度で横方向に
延伸（横延伸）した。延伸開始時の残留溶剤量は３０質量％であった。延伸後に搬送しな
がら１１５℃の乾燥ゾーンで３５分間乾燥させた。乾燥後に１３４０ｍｍ幅にスリットし
、膜厚７８μｍで、各層の膜厚比が支持体面側外層：内層：空気界面側外層＝３：９４：
３のセルロースアシレートフィルムを得た。これを、フィルム７として用いた。
【００８６】
　（フィルム８の準備）
（低置換度層用セルロースアシレート溶液Ｃ０１の調製）・・・内層処方
　下記の組成物をミキシングタンクに投入し、撹拌して、各成分を溶解し、セルロースア
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シレート溶液を調製した。各セルロースアシレート溶液の固形分濃度が２２質量％になる
ように溶剤（メチレンクロライド及びメタノール）の量は適宜調整した。
・セルロースアセテート（置換度２．４５）　　　　１００．０質量部
・化合物Ｂ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１９．０質量部
・メチレンクロライド　　　　　　　　　　　　　　３６５．５質量部
・メタノール　　　　　　　　　　　　　　　　　　　５４．６質量部
　上記化合物Ｂはテレフタル酸／コハク酸／プロピレンクリコール／エチレングリコール
共重合体（共重合比［モル％］＝２７．５／２２．５／２５／２５）を表し、両末端がア
セチルエステル残基で封止されている、数平均分子量が９００の重縮合体である。　　　
【００８７】
（高置換度層用セルロースアシレート溶液Ｓ０１の調製）・・・外層処方
　下記の組成物をミキシングタンクに投入し、撹拌して、各成分を溶解し、セルロースア
シレート溶液を調製した。各セルロースアシレート溶液の固形分濃度が１９．７（質量％
）になるように溶剤（メチレンクロライド及びメタノール）の量は適宜調整した。
・セルロースアセテート（置換度２．７９）　　　　　　　　１００．０質量部
・前記化合物Ｂ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１１．０質量部
・シリカ微粒子　Ｒ９７２（日本アエロジル製）　　　　　　　０．１５質量部
・メチレンクロライド　　　　　　　　　　　　　　　　　　３９５．０質量部
・メタノール　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　５９．０質量部
【００８８】
（セルロースアシレート試料の作成）
　前記低置換度層用セルロースアシレート溶液を膜厚５６μｍの内層になるように、前記
高置換度層用セルロースアシレート溶液を膜厚２μｍの外層Ａ及び外層Ｂになるように、
それぞれ流延した。得られたウェブ（フィルム）をバンドから剥離し、クリップに挟み、
フィルム全体の質量に対する残留溶媒量が２０～５％の状態のときに延伸温度１４０℃、
延伸倍率１．０８倍でテンターを用いて横延伸した。
　その後にフィルムからクリップを外して１３０℃で２０分間乾燥させた後、更に延伸温
度１８０℃、延伸倍率１．２０倍でテンターを用いて再度横延伸した。
　なお、残留溶媒量は下記の式にしたがって求めた。
　　残留溶媒量（質量％）＝｛（Ｍ－Ｎ）／Ｎ｝×１００
　ここで、Ｍはウェブの任意時点での質量、ＮはＭを測定したウェブを１２０℃で２時間
乾燥させた時の質量である。
　このようにして得られたセルロースアシレートフィルムをフィルム８（厚み６０μｍ）
として用いた。
【００８９】
　（フィルム９の準備）
・微粒子分散液の調製
　以下の成分を攪拌混合して、微粒子分散液を調製した。
微粒子（Ｒ９７２Ｖ（日本アエロジル（株）製））　　１１質量部
エタノール　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　８９質量部
【００９０】
・微粒子添加液の調製
　メチレンクロライドを入れた溶解タンクに、下記の割合でセルロースアシレートを添加
し、加熱して完全に溶解させた後、これを安積濾紙（株）製の安積濾紙Ｎｏ．２４４を使
用して濾過した。濾過後のセルロースアシレート溶液を充分に撹拌しながら、ここに、上
記で調製した微粒子分散液を、下記の割合でゆっくりと添加した。更に、アトライタ一に
て分散を行った。これを日本精線（株）製のファインメットＮＦで濾過し、微粒子添加液
を調製した。
メチレンクロライド　　　　　　　　　　　９９質量部
セルロースアシレート（下記表１参照）　　　４質量部
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微粒子分散液　　　　　　　　　　　　　　１１質量部
【００９１】
・主ドープ液の調製
　下記組成の主ドープ液を調製した。まず、加圧溶解タンクに、メチレンクロライドとエ
タノールを添加した。溶剤の入った加圧溶解タンクにセルロースアシレートを撹拌しなが
ら投入した。これを加熱し、撹拌しながら、完全に溶解し、更に下記表１に記載の可塑剤
及び紫外線吸収剤を、添加及び溶解させた。これを安積濾紙（株）製の安積濾紙Ｎｏ．２
４４を使用して濾過し、主ドープ液を調製した。
〈主ドープ液の組成〉
メチレンクロライド　　　　　　　　　　　　　　３００質量部
エタノール　　　　　　　　　　　　　　　　　　　６０質量部
セルロースアシレート（下記表１参照）　　　　　　７３質量部
添加剤（化合物は表１参照）　　　　　　　　　　　表１に記載
【００９２】
（流延）
　主ドープ液１００質量部と微粒子添加液２質量部とを、インラインミキサー（東レ社製
静止型管内混合機Ｈｉ－Ｍｉｘｅｒ、ＳＶＩＩ）で十分に混合してドープを調製し、これ
をベルト流延装置を用い、幅２ｍのステンレスバンド支持体に均一に流延した。ステンレ
スバンド支持体上で、残留溶媒量が１１０％になるまで溶媒を蒸発させ、ステンレスバン
ド支持体から剥離した。剥離の際に張力をかけて縦（ＭＤ）延伸倍率が１．０倍となるよ
うに延伸し、次いで、テンターでウェブ両端部を把持し、延伸開始時の残留溶剤量２０質
量％、温度１３０℃にて幅手（ＴＤ）方向の延伸倍率が１．３倍となるように延伸した。
延伸後、その幅を維持したまま数秒間保持し、幅方向の張力を緩和させた後幅保持を解放
し、更に１２５℃に設定された第３乾燥ゾーンで３０分間搬送させて乾燥を行い、幅１．
５ｍ、かつ端部に幅１ｃｍ、高さ８μｍのナーリングを有するセルロースアシレートフィ
ルムを作製した。これを、フィルム９（厚み４３μｍ）として用いた。
【００９３】
【表１】

【００９４】
　＊１：　アセチル基置換度
　＊２：　プロピオニル基置換度
　＊３：　（ａ）はメチルアクリレートの単独オリゴマー（平均分子量１０００）の市販
品；（ｂ）はＷＯ２００７／１２５７６４号公報の［００５８］欄に記載の化合物３であ
る。
　＊４：　流延方向に直交する幅方向における延伸倍率
【００９５】
　（フィルム１０の準備）
　「ゼオノア１４２０　Ｒ」｛日本ゼオン（株）製、厚み１００μｍ｝を、縦一軸延伸機
において、給気温度１４０℃、フィルム膜面温度１３０℃で、延伸倍率３０％で縦延伸し
た。その後、テンター延伸機において、給気温度１４０℃、フィルム膜面温度１３０℃で
延伸倍率４０％で横延伸し、巻取り部前で両端部を切り落とし幅１５００ｍｍとし、長さ
４０００ｍのロールフィルムとして巻き取った。二軸延伸したフィルムをフィルム１０と
して用いた。得られたフィルムの厚みは６０μｍであった。
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【００９６】
　（フィルム物性）
　フィルム１～１０の膜厚、Ｒｅ（面内レターデーション）、Ｒｔｈ（厚み方向のレター
デーション）は下表２のとおりであった。なお、Ｒｅ、ＲｔｈはＫＯＢＲＡ　２１ＡＤＨ
、又はＷＲ（王子計測機器（株）製）を用いて計測した。
【００９７】
【表２】

【００９８】
（偏光板作製）
１．表面処理
　フィルム１～４、６～９については、以下のアルカリ鹸化処理を行った後、偏光板の作
製に用いた。また、フィルム５，１０については以下のコロナ処理を行った後、偏光板の
作成に用いた。
【００９９】
アルカリ鹸化処理：
　各フィルムを、５５℃に保った１．５ｍｏｌ／ＬのＮａＯＨ水溶液（鹸化液）に２分間
浸漬した後、フィルムを水洗し、その後、２５℃の０．０５ｍｏｌ／Ｌの硫酸水溶液に３
０秒浸漬した。その後、更に水洗浴を３０秒流水下に通して、フィルムを中性の状態にし
た。そして、エアナイフによる水切りを３回繰り返し、水を落とした後に７０℃の乾燥ゾ
ーンに１５秒間滞留させて乾燥した。この様にして各フィルムについて鹸化処理を実施し
た。
【０１００】
コロナ処理：
　高周波発振機を用いてフィルムの偏光子と貼り合せる面にコロナ放電処理を行い、表面
張力が０．０５５Ｎ／ｍのフィルムを得た。
【０１０１】
２．　偏光板の作製２－１　偏光板１～１０の製造偏光子の製造：
　特開２００１－１４１９２６号公報の実施例１に従い、延伸したポリビニルアルコール
フィルムにヨウ素を吸着させて厚み２０μｍの偏光子を作製した。
【０１０２】
　ポリビニルアルコール系接着剤を用いて、偏光子の片側に市販のトリアセチルセルロー
スフィルム（「ＴＤ８０」富士フイルム社製）を、もう片側にフィルム１～１０を貼り付
け、７０℃で１０分以上乾燥し、偏光板１～１０を得た。偏光板のフィルム１～１０が貼
合されている面に粘着剤を塗布し粘着剤層を２０μｍの厚みで設けた。
【０１０３】
　偏光板の作製２－２　偏光板１１～２０の製造偏光子の製造：
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　前記ポリビニルアルコール系接着剤に替えて、下記エポキシ系接着剤組成物を用いて、
偏光子の片側に市販のトリアセチルセルロースフィルム（「ＴＤ８０」富士フイルム社製
）を、もう片側にフィルム１～１０を貼合ロールによって貼り付け、その後、メタルハラ
イドランプを３２０～４００ｎｍの波長における積算光量が６００ｍJ／ｃｍ2となるよう
に前記トリアセチルセルロースフィルム側から照射して前記接着剤組成物を硬化させ、偏
光板１１～２０を得た。偏光板のフィルム１～１０が貼合されている面に粘着剤を塗布し
粘着剤層を２０μｍの厚みで設けた。
　（エポキシ系接着剤組成物）
３，４－エポキシシクロヘキシルメチル　３，４－エポキシシクロヘキサンカルボキシレ
ート　４０質量部
ビスフェノールＡ型エポキシ樹脂　６０質量部
ジフェニル［４－（フェニルチオ）フェニル］スルフォニウム　ヘキサフルオロアンチモ
ネート（カチオン重合開始剤）　４．０質量部
ベンゾインメチルエーテル（光増感剤）　１．０質量部
【０１０４】
　前記３，４－エポキシシクロヘキシルメチル　３，４－エポキシシクロヘキサンカルボ
キシレートのエポキシ当量は１２６ｇ／ｅｑであり、ビスフェノールＡ型エポキシ樹脂の
エポキシ当量は１８７ｇ／ｅｑであった。また、エポキシ系接着剤組成物の全塩素量は８
４０ｐｐｍであり、２５℃におけるＢ型粘度計の６０ｒｐｍで測定した粘度は３０００ｍ
Ｐａ・ｓであった。なお、エポキシ系接着剤組成物の全塩素量は、ＪＩＳ　Ｋ　７２４３
－３（ＩＳＯ　２１６２７－３）に準拠し、硝酸銀溶液による滴定法で測定した。
【０１０５】
３．　液晶表示装置の作製：
　市販液晶表示装置の液晶セルに貼られていた偏光板をはがし、上記偏光板１～１０を下
表３に従って液晶セルの視認側、バックライト（ＢＬ）側にそれぞれ粘着剤層を介して貼
合し、実施例１～１８、比較例１９～２３を作製した。ここで、貼合前に各偏光板は下表
３に示す湿度（２５℃での湿度）での平衡含水率を有するようにした。
　液晶表示装置としては、ＶＡモード、ＩＰＳモードを用意した。ＶＡモード液晶表示装
置として、ＢｅｎＱ社ＸＴ４２４２（４２インチ　ＬＥＤバックライト　エッジライトタ
イプ　セルクリアランス１ｍｍ　液晶セルのＢＬ側は密閉性高い）を使用。また、ＩＰＳ
モード液晶表示装置として、同じく４２インチのＬＥＤバックライトタイプの液晶表示装
置を使用した。（セルクリアランス１ｍｍ　液晶セルのＢＬ側は密閉性高い）
【０１０６】
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【表３】

【０１０７】
（評価）
　作成した実施例１～１８、比較例１９～２３の液晶表示装置を連続点灯し、１時間点灯
時の黒表示での輝度ムラを１．５ｍはなれて正面から観察した。四隅に発生する光漏れを
以下の基準で評価し上記表３にまとめた。
◎　：四隅の光漏れが弱く問題ない
○　：四隅に光漏れが有るが許容範囲内
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××：四隅の光漏れが強い
【０１０８】
　上記の評価をＸＴ４２４２同様のバックライト構造を有する３２インチ、６５インチＶ
Ａモード液晶表示装置でも実験を実施したところ、ＸＴ４２４２同様の結果が得られた。
　また、ＩＰＳモード液晶表示装置についても、３２インチ、６５インチのＩＰＳモード
液晶表示装置でも実験を実施したところ、４２インチ同様の結果が得られた。
　以上から、本発明の効果は、画面サイズには関係なく得られる事が分かった。
　更に、上述のように接着剤をエポキシ系接着剤組成物に変更した偏光板１１～２０を、
偏光板１～１０に替えて貼合した以外は、実施例１～１８の液晶表示装置と同様な方法で
作製した液晶表示装置についても実施例１～１８と同様な評価結果が得られた。

【図１】
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